
電話： ０８６－８０１－５１０８

集計結果の主なポイント

平 成 31 年 4 月 9 日 ( 火 )

岡 山 労 働 局 発 表 岡山労働局職業安定部職業対策課

担当：

地 方 障 害 者 雇 用 担 当 官

職 業 対 策 課 長

職 業 対 策 課 長 補 佐

 丸山　隆二

 杉田　美奈子

 神宝　英雄

平成30年障害者雇用状況の集計結果（平成30年6月1日現在）
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Press Release 

 障害者の雇用の促進等に関する法律では、事業主に対し、常時雇用する従業員の一定割合（法定

雇用率、民間企業の場合は2.2％）以上の障害者を雇うことを義務付けており、同法では、毎年６月

１日現在の身体障害者、知的障害者、精神障害者の雇用状況について、障害者の雇用義務のある事

業主などに報告を求めています。 

 岡山労働局では、今般、岡山県内に本社を置く民間企業について、平成３０年６月１日現在にお

ける同報告を集計し、その結果をとりまとめました。 

 

【民間企業】（法定雇用率2.2%） 

 ○ 雇用障害者数は7,115.0人（対前年比で149人の減少） 

 ○ 全体の実雇用率は2.52％で過去最高（対前年と同数値） 

 ○ 法定雇用率を達成している企業の割合は51.5％（対前年比で4.2ポイント減少） 

 ○ 実雇用率（全国は2.05％）、雇用率達成企業の割合（全国は45.9％）ともに全国数値を上 

  回った 
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【結果の概要】

１　民間企業における雇用状況

◎ 雇用されている障害者の数、実雇用率 

 ○ 民間企業（45.5人以上規模の企業；法定雇用率2.2％）に雇用されている障害者の数は 

  7,115.0人で、過去最高となった前年（7,264.0人）から149人減少した。 

 ○ 雇用者のうち、身体障害者は3,695.0人、知的障害者は2,262.0人、精神障害者は1,158.0 

  人であった。 

  ○ 実雇用率は2.52%（前年は2.52％）、法定雇用率達成企業の割合は51.5％（同55.7％） 

  であった。 

  〈総括表１、別紙１、別紙２参照〉 

  

◎ 企業規模別の状況 

 ○ 企業規模別の雇用されている障害者の数は、45.5～100人未満規模企業では1,596.5人、 

  100～300人未満で2,143.5人、300～500人未満で675.5人、500～1,000人未満で686.0人、 

  1,000人以上で2013.5人であった。 

 ○ 実雇用率（民間企業全体：2.52％）については、 

  ・ 45.5～100人未満規模企業 (3.34％)、100～300人未満規模企業(2.71％)について全体 

   の実雇用率を上回った。 

  ・ 300～500人未満 (1.93％) 、500～1,000人未満 (2.12％) 、1,000人以上(2.28％)に 

   ついては全体を下回った。 

  ○ 法定雇用率達成企業の割合については、 

  ・ 45.5～100人未満規模企業が50.3％、100～300人未満が55.1％、300～500人未満が 

   45.5％、500～1,000人未満が51.0％、1,000人以上が42.9％であった。 

   〈別紙１、別紙２参照〉 

  

◎ 産業別の状況 

 ○ 産業別の雇用されている障害者の数は、「農・林・漁業」が134.5人、「建設業」が 

  102.0人、「製造業」が1,503.0人、「電気・ガス・熱供給・水道業」が10.0人、「情報通 

  信業」が90.0人、「運輸業・郵便業」が324.0人、「卸売業・小売業」が1,157.5人、「金 

  融業・保険業」が154.5人、「不動産業・物品賃貸業」が38.0人、「学術研究、専門・技 

  術サービス業」が54.0人、「宿泊業・飲食サービス業」が99.5人、「生活関連サービス 

  業・娯楽業」が79.5人、「教育、学習支援業」が607.5人、「医療・福祉業」が2,266.0 

  人、「複合サービス業」が64.5人、「サービス業」が430.5人であった。 

 ○ 実雇用率については、 

  ・「農・林・漁業」(12.27％)、「製造業」(2.40％)、「電気・ガス・熱供給・水道業」 

   (2.60％)、「医療・福祉」（4.46％)の4業種は法定雇用率（2.2％）を上回っている。 

  〈別紙１、別紙２参照〉 
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１　民間企業における雇用状況（法定雇用率２．２％）

/

/

( 　)内は前年6月1日現在の数値

（１）県の機関(法定雇用率2.5％)

/

/

/

/

/

/

( 　)内は前年6月1日現在の数値

（２）市町等の機関（法定雇用率2.5％） ※2.5%が適用される市町教育委員会を含む

/

/

( 　)内は前年6月1日現在の数値

（３）法定雇用率2.4％が適用される県等の教育委員会

/

/

/

/

/

/

( 　)内は前年6月1日現在の数値

/

/

( 　)内は前年6月1日現在の数値

市町

教育委員会

 4,371.0 人  83.0 人  1.90 % 3  

 10,314.0 人 

計
 14,685.0 人  319.0 人  2.17 % 2 4  

①法定雇用障害者数の算定

の基礎となる労働者数

②障害者の数 ③実雇用率
④法定雇用率

達成機関の数

岡 山 県

知事部局

 4,151.0 人  105.0 人  2.53 % 1 1  

 282,391.5 人 

( 113.5 人) ( 2.37 %)

⑤達成割合

独立行政

法 人 等

 4,508.5 人  115.0 人  2.55 % 5 5  100.0 % 

( 4,446.5 人) ( 97.0 人)

①法定雇用障害者数の算定

の基礎となる労働者数
②障害者の数 ③実雇用率

④法定雇用率

達成機関の数

( 4,611.0 人) ( 85.5 人)

( 10,351.0 人) ( 230.0 人) ( 2.22 %) ( 1 1 ) (100.0 %)

岡山県

教育委員会

( 1.85 %) ( 4 5 ) ( 80.0 %)

( 2.18 %) ( 2 4 ) ( 50.0 %)

３　独立行政法人等における雇用状況（法定雇用率2.5％）

50.0 % 

( 14,962.0 人) ( 315.5 人) ( 2.11 %) ( 5 6 ) ( 83.3 %)

②障害者の数 ③実雇用率
④法定雇用率

達成機関の数
⑤達成割合

 236.0 人  2.29 % 0 1  0.0 % 

2 66.7 % 

⑤達成割合

市町等

の機関

 17,322.5 人  424.5 人  2.45 % 35 46  

①法定雇用障害者数の算定

の基礎となる労働者数

0.0 % 

( 665.5 人) ( 15.5 人) ( 2.33 %) ( 1 1 ) (100.0 %)

岡山県

警　察

 654.5 人  15.0 人  2.29 % 0 1  

76.1 % 

( 16,910.5 人) ( 421.0 人) ( 2.49 %) ( 41 44 ) ( 93.2 %)

( 2 2 ) (100.0 %)
計

 4,805.5 人  120.0 人  2.50 % 1 2  

( 287,748.0 人)

④法定雇用率

達成企業の数
⑤達成割合③実雇用率

 2.52 % 

( 2.52 %)

 7,115.0 人 

( 7,264.0 人)

②障害者の数

735

( 751 

1,426  

1,348 )

①法定雇用障害者数の算定

の基礎となる労働者数
②障害者の数 ③実雇用率

④法定雇用率

達成機関の数
⑤達成割合

①法定雇用障害者数の算定

の基礎となる労働者数

100.0 % 

( 4,128.0 人) ( 98.0 人) ( 2.37 %) ( 1 1 ) (100.0 %)

平成30年６月１日現在における障害者の雇用状況（総括表）

51.5 % 

( 55.7 %)
民間企業

２　地方公共団体における在職状況

50.0 % 

( 4,793.5 人)

注 １ １の①欄の「法定雇用障害者数の算定の基礎となる労働者数」とは、常用労働者総数から除外率相当数（身体障害者 
   及び知的障害者が就業することが困難であると認められる職種が相当の割合を占める業種について定められた率を乗じ 
   て得た数）を除いた労働者数である。 
 
  ２ ２の各表の①欄の「法定雇用障害者数の算定の基礎となる職員数」とは、職員総数から除外職員数及び除外率相当職 
   員数（旧除外職員が職員総数に占める割合を元に設定した除外率を乗じて得た数）を除いた職員数である。 
 
  ３ 各表の②欄の「障害者の数」とは、「◎法定雇用率とは」の＜カウント方法＞を参照。 
    なお、精神障害者は平成18年4月1日から実雇用率に算定されることとなった。 
 
  ４ 法定雇用率は平成30年4月から民間企業2.0％⇒2.2％、国・県市町等の機関・独立行政法人2.3％⇒2.5％、県等の教育委員会 
      2.2％⇒2.4％に引き上げられた。 
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（１）実雇用率と雇用されている障害者の数の推移

注１：雇用義務のある企業（平成24年までは56人以上規模、平成25年は50人以上規模の企業）についての集計である。

注２：「障害者の数」とは、次に掲げる者の合計数である。

平成１７年度まで 身体障害者（重度身体障害者はダブルカウント） 平成２３年度以降 身体障害者（重度身体障害者はダブルカウント）

知的障害者（重度知的障害者はダブルカウント） 知的障害者（重度知的障害者はダブルカウント）

重度身体障害者である短時間労働者 重度身体障害者である短時間労働者

重度知的障害者である短時間労働者 重度知的障害者である短時間労働者 

精神障害者

平成１８年度以降 身体障害者（重度身体障害者はダブルカウント） 身体障害者である短時間労働者

知的障害者（重度知的障害者はダブルカウント） (身体障害者である短時間労働者は0.5人でカウント)

重度身体障害者である短時間労働者 知的障害者である短時間労働者 

重度知的障害者である短時間労働者 (知的障害者である短時間労働者は0.5人でカウント) 

精神障害者 精神障害者である短時間労働者

精神障害者である短時間労働者  (精神障害者である短時間労働者は0.5人でカウント) 

(精神障害者である短時間労働者は0.5人でカウント)

平成30年度 短時間労働者である精神障害者について、次のいずれかに該当する者については1人でカウント（特例）

① 平成27年６月２日以降に採用された者であること

② 平成27年６月２日より前に採用された者で、同日以後に精神障害者保健福祉手帳を取得した者であること

注３：平成１６年４月、除外率制度の縮小（１０％カット）

注４：平成２２年７月、短時間労働者の対象拡大、除外率制度の縮小（１０％カット）

民間企業における障害者の雇用状況（グラフ）

2,756.0  

2,907.0  
2,937.0  

2,833.0  

2,923.0  
3,003.0  3,031.5  

3,304.0  

3,440.5  
3,554.0  

3,766.0  3,807.0  3,695.0  

753.0  
845.0  890.0  971.0  

1,064.0  
1,189.0  

1,363.5  

1,482.5  

1,883.5  
2,001.5  

2,246.0  2,334.5  
2,262.0  

10.0  

31.0  54.0  77.0  
102.5  

123.5  

171.0  

291.0  

450.5  

657.0  

902.0  
1,122.5  

1,158.0  

1.71  1.74  
1.79  1.79  

1.86  

1.74  
1.82  

1.93  

2.16  

2.29  

2.45  
2.52  2.52  

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

0.0

1,000.0

2,000.0

3,000.0

4,000.0

5,000.0

6,000.0

7,000.0

8,000.0

18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

  ＜障害者の数（人）＞ ＜実雇用率（％）＞ 

＜法定雇用率＞ 

2.0% 1.8％ 

身体障害者 

知的障害者 

精神障害者 

実雇用率 

（年） 

（別紙１） 

2.2% 
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従

業

員

規

模

別

（注） 

Ｃ欄には短時間の精神障害者のうち特例に該当する者も計上している。（「◎法定雇用率とは」の＜カウント方法＞を参照）

0.00 0 -

( 0.0) ( 0.00) ( 0) -

(112,860) (14,842) (231,187) (48,092)

鉱業・採石業・砂利採
取業

0

( 0)

0.0

( 0.0)

0 0 0 0

( 0) ( 0) ( 0) ( 0)

0.0

　１人を0.5人に相当するものとして0.5カウントを行っている。

　　なお、精神障害者は平成18年4月１日から実雇用率に算定されることとなり、平成30年4月1日から雇用義務の対象に加えられた。

２　対象企業は県内に本社を置く企業で、従業員規模45.5人以上のもの。（民間企業における法定雇用率　2.2％）

３　（　）内は平成29年6月1日現在の数値である。

　　なお、法定雇用率は平成30年4月1日に改定されている。（民間企業の場合は2.0％⇒2.2％）

％

100,586 26,104,834.5 117,892 16,026 262,305 41,309 534,769.5 2.05 46,217 45.9計

企業 人 人 人 人 人 ％

(91,024) (25,204,720.0) ( 495,795.0) ( 1.97)

の障害者 短時間労働者

企業数 法定常用 重度障害者 重度障害者 重度障害者 重度障害者 計
Ｅ÷②
×100

達成

１　障害者とは、身体障害者、知的障害者及び精神障害者の計である。重度障害者については法律上、1人を2人に相当するものとしてお

　り、ダブルカウントを行っている。また、重度以外の身体障害者、知的障害者及び精神障害者である短時間障害者については法律上、

(45,553) ( 50.0)

全国の状況
① ② 障　　害　　者　　の　　数 ③ ④ ⑤

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 実雇用率 雇用率 雇用率
全　　　国 達成企業

労働者数 （常用） (常用)である (常用)以外 (常用)以外の A×2＋B＋C
＋D×0.5

企業数 の割合
短時間労働者

42.9

( 35) ( 93,639.5) ( 399) ( 74) ( 955) ( 306) ( 1,980.0) ( 2.11) ( 20) ( 57.1)

35 88,251.5 410 68 1,016 219 2,013.5 2.28 15

51.0

( 56) ( 36,050.5) ( 192) ( 19) ( 375) ( 41) ( 798.5) ( 2.21) ( 31) ( 55.4)

51 32,345.5 148 10 362 36 686.0 2.12 26

86 46.5

( 188) (163,870.5) ( 733) ( 111) (1,610) ( 381) ( 3,377.5) ( 2.06) ( 98) ( 52.1)

45.5

( 97) ( 34,180.5) ( 142) ( 18) ( 280) ( 34) ( 599.0) ( 1.75) ( 47) ( 48.5)

99 34,949.5 161 23 312 37 675.5 1.93 45

283 55.1

( 524) ( 79,995.0) ( 524) ( 104) (1,101) ( 548) ( 2,527.0) ( 3.16) ( 322) ( 61.5)

50.3

( 636) ( 43,882.5) ( 272) ( 150) ( 470) ( 391) ( 1,359.5) ( 3.10) ( 331) ( 52.0)

727 47,777.5 302 117 706 339 1,596.5 3.34 366

649 52.3

(123,877.5) ( 796) ( 254) (1,571) ( 939) ( 3,886.5) ( 3.14) ( 653) ( 56.3)(1,160)

1,241 126,845.0 772 236 1,677 566 3,740.0 2.95

44.4

( 92) ( 20,518.0) ( 97) ( 7) ( 174) ( 42) ( 396.0) ( 1.93) ( 43) ( 46.7)

99 21,206.5 94 6 216 41 430.5 2.03 44

26.7

( 14) ( 4,960.5) ( 16) ( 7) ( 40) ( 0) ( 79.0) ( 1.59) ( 5) ( 35.7)

15 4,137.5 12 4 36 1 64.5 1.56 4

58.2

( 316) ( 54,697.5) ( 512) ( 236) (1,089) ( 895) ( 2,796.5) ( 5.11) ( 197) ( 62.3)

337 50,784.5 441 208 928 496 2,266.0 4.46 196

25.7

( 32) ( 31,212.5) ( 151) ( 12) ( 322) ( 16) ( 644.0) ( 2.06) ( 13) ( 40.6)

35 28,037.5 131 11 328 13 607.5 2.17 9

44.7

( 39) ( 4,479.5) ( 16) ( 2) ( 31) ( 7) ( 68.5) ( 1.53) ( 18) ( 46.2)

38 4,357.0 20 3 34 5 79.5 1.82 17

51.6

( 37) ( 5,601.5) ( 16) ( 5) ( 40) ( 10) ( 82.0) ( 1.46) ( 18) ( 48.6)

31 5,130.5 21 4 47 13 99.5 1.94 16

31.0

( 26) ( 4,332.5) ( 16) ( 0) ( 23) ( 2) ( 56.0) ( 1.29) ( 9) ( 34.6)

29 4,389.0 16 1 21 0 54.0 1.23 9

41.2

( 18) ( 2,617.5) ( 13) ( 1) ( 11) ( 3) ( 39.5) ( 1.51) ( 8) ( 44.4)

17 2,261.5 11 1 14 2 38.0 1.68 7

43.8

( 14) ( 8,090.0) ( 33) ( 1) ( 75) ( 3) ( 143.5) ( 1.77) ( 5) ( 35.7)

16 8,207.5 36 2 79 3 154.5 1.88 7

37.5

( 214) ( 60,780.0) ( 179) ( 63) ( 493) ( 277) ( 1,052.5) ( 1.73) ( 90) ( 42.1)

224 62,477.5 184 65 612 225 1,157.5 1.85 84

59.1

( 85) ( 14,914.0) ( 68) ( 5) ( 153) ( 26) ( 307.0) ( 2.06) ( 63) ( 74.1)

93 15,755.5 68 4 176 16 324.0 2.06 55

31.0

( 43) ( 6,027.0) ( 19) ( 2) ( 44) ( 0) ( 84.0) ( 1.39) ( 17) ( 39.5)

42 5,834.0 20 6 44 0 90.0 1.54 13

66.7

( 2) ( 333.0) ( 2) ( 0) ( 4) ( 0) ( 8.0) ( 2.40) ( 2) ( 100.0)

3 385.0 3 0 4 0 10.0 2.60 2

12.27

( 2.55)

8

( 5)

61.9

( 369) ( 62,826.0) ( 361) ( 24) ( 629) ( 37) ( 1,393.5) ( 2.22) ( 239) ( 64.8)

394 62,685.5 368 15 732 40 1,503.0 2.40 244

80.03

( 9)

134.5

( 23.5)( 0)

49

人 ％ 企業 ％

282,391.5 1,491 337 3,367 858 7,115.0

建設業
43 5,646.5 27 1 47 0 102.0 1.81 20 46.5

( 40) ( 5,437.0) ( 23) ( 0) ( 44) ( 1) ( 90.5) ( 1.66) ( 19) ( 47.5)

( 1)

100～300人未満

300人以上

300～500人未満

500～1,000人未満

1,000人以上

514 79,067.5 470 119 971 227 2,143.5 2.71

185 155,546.5

学術研究、専門・技術
サービス業

宿泊業
・飲食サービス業

生活関連サービス業・
娯楽業

教育、学習支援業

医療・福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類さ
れないもの）

300人未満

45.5～100人未満

719 101 1,690 292 3,375.0 2.17

製造業

電気・ガス・熱供給・
水道業

情報通信業

運輸業・郵便業

卸売業・小売業

金融業・保険業

不動産業
・物品賃貸業

企業

1,426

(1,348)

2.52 735 51.5計

(287,748.0) (1,529) ( 365) (3,181) (1,320) ( 7,264.0) ( 2.52) ( 751) ( 55.7)

10

( 7)

1,096.0

( 921.5)
農・林・漁業

( 71.4)

39

( 7)

6

① ② 障　　害　　者　　の　　数 ③

産　業　別

人 人 人 人 人

計

Ｅ÷②
×100

A×2＋B＋C
＋D×0.5

重度身体障害
者及び重度知
的障害者

重度身体障害
者及び重度知
的障害者であ
る短時間労働
者

重度以外の身
体障害者、知
的障害者及び
精神障害者

重度以外の身
体障害者及び
知的障害者並
びに精神障害
者である短時
間労働者

法定常用
労働者数

雇用率達
成企業数

雇用率達
成企業の
割合

企 業 数 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 実雇用率

民間企業における障害者の雇用状況

岡 山 労 働 局 職 業 対 策 課

平 成 30 年 6 月 1 日 現 在民間企業における雇用状況
　　　　項　目

④ ⑤

（別紙１） 

（別紙２） 5 ページ



従

業

員

規

模

別

（注） 

短時間労働者である精神障害者のうち特例に該当する者は1人とカウントしている。（「◎「法定雇用率とは」の＜カウント方法＞を参照）

うち特例

334

( 0)

1

( 0)

( 0.0) ( 0) ( 0) ( .0)

鉱業・採石業・砂
利採取業

0.0 0 0 0

( 0) ( 0) ( 0) ( 0) ( 0.0) ( 0) ( 0) ( 0)

(1,337) ( 300) (3,807.0)

0 0.0 0 0 0 0

1,297 3,695.0

(1,060) ( 200)

( 0.0)

30 6 27 2

7,115.0 1,036 192

( 0)

( 0)

( 1,980.0) ( 289) ( 47) ( 335) ( 111) (1,015.5) ( 267) ( 109) ( 321.5)

129 23 361 90 687.0

( 110)

1,026 362

( 7)

94.0

( 2) ( 0)

0.0 0 0 0.0

1,000人以上
2,013.5

Ｃ Ｄ Ｅ

重度障害者 重度障害者 重度障害者 重度障害者 計
である 以外 以外の A×2＋B＋

C
＋D×0.5短時間労働者 の障害者 短時間労働者

( 27) ( 353) ( 86) ( 643.0)

299 87 949.5 288 68110 377.0281 45

15 85.5

( 798.5) ( 144) ( 17) ( 172) ( 14) ( 484.0) ( 67) ( 10) ( 72.0)

19 1 117 20 166.0

( 48) ( 2) ( 136) ( 17) ( 242.5) ( 0)

500～
1,000人未満

686.0 129 9 161 13 434.5 72

18 53.5

( 599.0) ( 129) ( 12) ( 180) ( 11) ( 455.5) ( 37) ( 12) ( 43.0)

16 4 76 13 118.5

( 13) ( 6) ( 63) ( 11) ( 100.5)

300～
500人未
満

675.5 145 19 186 17 503.5 39

143 516.0

( 3,377.5) ( 562) ( 76) ( 687) ( 136) (1,955.0) ( 371) ( 131) ( 436.5)

164 28 554 123 971.5

( 171) ( 35) ( 552) ( 114) ( 986.0)

91

( 0)
300人以上

3,375.0 555 73 646 117 1,887.5 399

136 291.0

( 2,527.0) ( 345) ( 54) ( 426) ( 93) (1,216.5) ( 327) ( 303) ( 478.5)

170 58 308 105 758.5

( 179) ( 50) ( 348) ( 152) ( 832.0)

100～
300人未
満

2,143.5 300 61 399 68 1,094.0 182

283 351.0

( 1,359.5) ( 153) ( 70) ( 224) ( 71) ( 635.5) ( 95) ( 225) ( 207.5)

121 59 164 134 532.0

( 119) ( 80) ( 151) ( 95) ( 516.5)

161

( 0)

82

  45.5～
100人未
満

1,596.5 181 58 252 83 713.5 129

419 642.0

( 3,886.5) ( 498) ( 124) ( 650) ( 164) (1,852.0) ( 422) ( 528) ( 686.0)

291 117 472 239 1,290.5

( 298) ( 130) ( 499) ( 247) (1,348.5)
300人未満

3,740.0 481 119 651 151 1,807.5 311

18 66.5

( 396.0) ( 77) ( 7) ( 84) ( 14) ( 252.0) ( 40) ( 19) ( 49.5)

21 0 58 10 105.0

( 20) ( 0) ( 50) ( 9) ( 94.5)

243

( 0)

サービス業（他に分類
されないもの）

430.5 73 6 96 22 259.0 53

0 11.0

( 79.0) ( 12) ( 3) ( 21) ( 0) ( 48.0) ( 13) ( 0) ( 13.0)

4 1 9 0 18.0

( 4) ( 4) ( 6) ( 0) ( 18.0)
複合サービス事業

64.5 8 3 16 1 35.5 11

384 480.5

( 2,796.5) ( 247) ( 107) ( 349) ( 141) (1,020.5) ( 354) ( 509) ( 608.5)

219 109 245 217 900.5

( 265) ( 129) ( 386) ( 245) (1,167.5)
医療・福祉

2,266.0 222 99 283 118 885.0 177

6 101.0

( 644.0) ( 88) ( 4) ( 82) ( 7) ( 265.5) ( 94) ( 7) ( 97.5)

59 8 150 1 276.5

( 63) ( 8) ( 146) ( 2) ( 281.0)
教育、学習支援業

607.5 72 3 80 6 230.0 98

2 6.0

( 68.5) ( 9) ( 2) ( 19) ( 2) ( 40.0) ( 4) ( 3) ( 5.5)

9 0 14 1 32.5

( 7) ( 0) ( 8) ( 2) ( 23.0)

生活関連サービス
業・娯楽業

79.5 11 3 15 2 41.0 5

1 17.5

( 82.0) ( 14) ( 4) ( 12) ( 2) ( 45.0) ( 17) ( 0) ( 17.0)

3 0 19 9 29.5

( 2) ( 1) ( 11) ( 8) ( 20.0)

宿泊業
・飲食サービス業

99.5 18 4 11 3 52.5 17

0 6.0

( 56.0) ( 16) ( 0) ( 16) ( 2) ( 49.0) ( 6) ( 0) ( 6.0)

0 0 1 0 1.0

( 0) ( 0) ( 1) ( 0) ( 1.0)

学術研究、専門・技術
サービス業

54.0 16 1 14 0 47.0 6

0 4.0

( 39.5) ( 12) ( 1) ( 7) ( 1) ( 32.5) ( 3) ( 0) ( 3.0)

0 0 1 2 2.0

( 1) ( 0) ( 1) ( 2) ( 4.0)

不動産業
・物品賃貸業

38.0 11 1 9 0 32.0 4

6 31.5

( 143.5) ( 30) ( 0) ( 47) ( 1) ( 107.5) ( 23) ( 2) ( 24.0)

4 1 4 0 13.0

( 3) ( 1) ( 5) ( 0) ( 12.0)
金融業・保険業

154.5 32 1 44 2 110.0 26

112 228.0

( 1,052.5) ( 155) ( 46) ( 203) ( 92) ( 605.0) ( 110) ( 102) ( 161.0)

28 18 203 105 329.5

( 24) ( 17) ( 180) ( 83) ( 286.5)
卸売業・小売業

1,157.5 156 47 199 84 600.0 134

7 28.5

( 307.0) ( 64) ( 5) ( 115) ( 18) ( 257.0) ( 19) ( 6) ( 22.0)

5 0 17 2 28.0

( 4) ( 0) ( 19) ( 2) ( 28.0)
運輸業・郵便業

324.0 63 4 132 11 267.5 23

1 13.0

( 84.0) ( 18) ( 2) ( 28) ( 0) ( 66.0) ( 12) ( 0) ( 12.0)

1 0 5 0 7.0

( 1) ( 0) ( 4) ( 0) ( 6.0)
情報通信業

90.0 19 6 26 0 70.0 12

0 0.0

( 8.0) ( 2) ( 0) ( 4) ( 0) ( 8.0) ( 0) ( 0) ( .0)

0 0 0 0 0.0

( 0) ( 0) ( 0) ( 0) ( 0.0)

0

( 0)

1

( 97.0)

72 2 272 13 424.5

( 73) ( 5) ( 227) ( 8)

13 330 19 15

( 382.0)
製造業

1,503.0 296 944.5 115

( 0)

( 85.0) ( 5) ( 1) ( 5.5)

0 0 1 0 1.0

( 0) ( 0) ( 0) ( 0) ( 0.0)

電気・ガス・熱供
給・水道業

10.0 3 0 4 0 10.0 0

23 134.0

( 1,393.5) ( 288) ( 19) ( 310) ( 19) ( 914.5) ( 92) ( 10)

( 659) ( 1122.5)

農・林・漁業
134.5 9 0 4 0 22.0 17 2 18.5

( 23.5) ( 5) ( 0) ( 1) ( 1) ( 11.5) ( 1) ( 0) 1.0

( 469)

計

(7,264.0)

( 11.0)

人 人 人 人 人

455 145

( 793)( 165) (1,051) ( 361) (2,334.5)

計

産　業　別
である 以外 以外の A×2＋B＋

C
＋D×0.5

精神障害者

短時間労働者 の障害者 短時間労働者 精神障害者

以外の C＋(D-E)×
0.5+E

重度障害者 重度障害者 重度障害者

人 人

重度障害者 計 短時間の障害者
の数

710 562 1,158.0

障害種別の雇用状況

岡 山 労 働 局 職 業 対 策 課
平 成 30 年 6 月 1 日 現 在

　　　　項　目
身体障害者の数

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｃ Ｄ Ｆ

知的障害者の数

Ａ Ｂ

精神障害者の数

民間企業における雇用状況

短時間

人 人 人 人 人 人 人

Ｅ

268 2,262.0

( 0)
建設業

102.0 27 1 34 0 89.0 12 0 12.0

( 90.5) ( 23) ( 0) ( 39) ( 0)

0

( 0)

0

( 0)

4

( 0)

76

( 0)

5

( 0)

0

( 0)

11

( 0)

12

( 0)

( 0)

0

( 0)

0

( 0)

0

( 0)

0

( 0)

223

( 0)

0

( 0)

9

( 0)

１　障害者とは、身体障害者、知的障害者及び精神障害者の計である。重度障害者については法律上、1人を2人に相当するものとしており、

　ダブルカウントを行っている。また、重度以外の身体障害者、知的障害者及び精神障害者である短時間障害者については法律上、1人を0.5

　人に相当するものとして0.5カウントを行っている。

　　なお、精神障害者は平成18年4月１日から実雇用率に算定されることとなり、平成30年4月1日から雇用義務の対象に加えられた。

２　対象企業は県内に本社を置く企業で、従業員規模45.5人以上のもの。（民間企業における法定雇用率　2.2％）

３　（　）内は29年6月1日現在の数値である。

　　なお、法定雇用率は平成30年4月1日に改定されている。（民間企業の場合は2.0％⇒2.2％）

（別紙２） 

（別紙３） 
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地方公共団体における雇用状況

全国の状況

（注） １ 法定雇用率2.4％が適用される機関は、県の教育委員会及び一定の市町の教育委員会である。それ以外の機関
　は、法定雇用率2.5％が適用される。
２ ②欄の「法定雇用障害者数の算定の基礎となる職員数」とは、職員総数から除外職員数及び除外率相当職員数
　（旧除外職員が職員総数に占める割合を元に設定した除外率を乗じて得た数）を除いた職員数である。
３ ③Ａ欄の「重度身体障害者及び重度知的障害者」について法律上、1人を2人に相当するものとしてしており、

Ｅ欄の計を算出するに当たりダブルカウントを行い、Ｄ欄の「重度以外身体障害者及び知的障害者並びに精神障
害者である短時間障害者」については法律上、１人を0.5人に相当する者としており、Ｅ欄の計を算出するに当た

　り0.5カウントとしている。

　　なお、精神障害者は平成18年4月１日から実雇用率に算定されることとなり、平成30年4月1日から雇用義務の対象に加えられた。

５　（　）内は-1年6月1日現在の数値である。

地方公共団体における雇用状況

重度身体障
害者及び重
度知的障害

者

重度身体障
害者及び重
度知的障害
者である短
時間労働者

重度以外の
身体障害
者、知的障
害者及び精
神障害者

重度以外の
身体障害者
及び知的障
害者並びに
精神障害者
である短時
間労働者○

雇 用 率
達成機関
の 割 合

雇用率達
成機関数

機関数

A×2＋B＋C＋
D×0.5

機関数 雇用率達
成機関数

雇 用 率
達成機関
の 割 合

重度身体障
害者及び重
度知的障害
者○○○○

重度身体障
害者及び重
度知的障害
者である短
時間労働者

重度以外の
身体障害
者、知的障
害者及び精
神障害者○

重度以外の
身体障害者
及び知的障
害者並びに
精神障害者
である短時
間労働者○

A×2＋B＋C＋
D×0.5

2.4％が適用
される機関

機関 人 人 人 人 人 人 ％

100 662,641.5 3,467

機関 ％

178 5,301 389 12,607.5 1.90 39 39.0

( 115) (668,289.5) (3,398) ( 173) (5,138) ( 461) (12,337.5) ( 1.85) ( 66) ( 57.4)

2.5％が適用
される機関

機関 人 人 人 人 人 人 ％ 機関 ％

2,631 1,478,220.5 9,444 761 15,072 1,338 35,390.0 2.39 1,817 69.1

(2,525) (1,466,929.5) (9,111) ( 733) (14,137) (1,437) (33,810.5) ( 2.30) (1,946) ( 77.1)

全　国

① ② ③　障　　害　　者　　の　　数 ④ ⑤ ⑥

法定雇用
障害者数
の算定の
基礎とな
る職員数

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 実雇用率

計
Ｅ÷②
×100

2.4％が適用
される機関

機関 人 人 人 人 人 人 ％ 機関 ％

4 14,685.0 79 1 158 4 319.0 2.17 2 50.0

( 6) (14,962.0) ( 78) ( 2) ( 181) ( 7) ( 342.5) ( 2.29) ( 5) ( 83.3)

197 18 553.0 2.50 36 75.0

( 45) (21,704.0) ( 155) ( 14) ( 203) ( 25) ( 539.5) ( 2.49) ( 43) ( 95.6)

岡 山 労 働 局 職 業 対 策 課

岡山県

① ② ③　障　　害　　者　　の　　数 ④ ⑤ ⑥

法定雇用
障害者数
の算定の
基礎とな
る職員数

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 実雇用率

計
Ｅ÷②
×100

平 成 30 年 6 月 1 日 現 在

168 11

４ Ａ、Ｃ欄は１週間の所定労働時間が30時間以上の職員である。Ｂ、Ｄ欄は１週間の所定労働時間が20時間以上
 　30時間未満の職員である。

　　なお、法定雇用率は平成30年4月1日に改定されている。

　照）。
　　Ｃ欄には短時間の精神障害者のうち特例に該当する者も計上している。（「◎法定雇用率とは」の＜カウント方法＞を参

2.5％が適用
される機関

機関 人 人 人 人 人 人 ％ 機関 ％

48 22,128.0

（別紙３） 

（別紙４） 
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１　県の機関の状況（法定雇用率２．５％）

２　教育委員会の状況

※2

３　市町等の機関の状況（法定雇用率２．５％）

井 原 市 教 育 委 員 会 164.5 4.0 2.43 0.0

鏡 野 町 教 育 委 員 会 136.5 4.0 2.93 0.0
勝 央 町 教 育 委 員 会 51.5 0.0 0.00 1.0

倉 敷 市 競 艇 事 業 45.0 1.0 2.22

倉 敷 市 水 道 局

2.32 0.0 ※1

4.0

0.0

真 庭 市 病 院 事 業 100.5 3.0 2.99 0.0

井 原 市 病 院 事 業 161.5 4.5 2.79

倉 敷 市 病 院 事 業 131.0 3.0 2.29 0.0

0.0

5.0 3.01

美 咲 町 172.5 4.0

0.0

鏡 野 町 242.0 7.0 2.89

瀬戸内市病院事業 89.0 4.0 4.49 0.0

78.0 1.0 1.28 0.0

8.0

公的機関の雇用状況

久 米 南 町 115.0 2.0 1.74 0.0
吉 備 中 央 町 209.0 1.0 0.48

玉 野 市 病 院 事 業 166.0

129.0 3.0 2.33 0.0

里 庄 町 104.5 2.0 1.91

岡 山 市 水 道 局 286.5 2.79 0.0

0.0
勝 央 町 150.0 3.0 2.00 0.0
奈 義 町

岡 山 労 働 局 職 業 対 策 課

平 成 30 年 6 月 1 日 現 在

2.51 0.0
和 気 町 157.0 3.0 1.91 0.0

0.0 地方特例認定
矢 掛 町 266.0 7.0 2.63 0.0 地方特例認定

早 島 町 101.0 2.0 1.98 0.0

瀬 戸 内 市 395.0 9.0 2.28 0.0
赤 磐 市 363.5 9.0 2.48 0.0
真 庭 市 536.0 14.0 2.61 0.0
美 作 市 500.5 11.0 2.20 1.0 ※6
浅 口 市 239.0 6.0

高 梁 市 570.0 13.0 2.28 1.0 地方特例認定　※5
新 見 市 474.5 13.0 2.74 0.0 地方特例認定
備 前 市 642.0 15.0 2.34 1.0 地方特例認定

11.5 2.69 0.0
笠 岡 市 561.0 12.0 2.14 2.0 地方特例認定　※4
井 原 市 363.5 7.0 1.93 2.0
総 社 市 426.0 12.0 2.82 0.0

美 作 市 教 育 委 員 会 167.5 4.0 2.39 0.0

56.0 0.0 0.00 1.0 ※3早 島 町 教 育 委 員 会

①　法定雇用障害者数の算
定の基礎となる職員数

②障害者の数 ③実雇用率 ④不足数 備　　　考

173.0 3.0 1.73 1.0 ※1
106.0 3.0 2.83 0.0

美 咲 町 教 育 委 員 会
和 気 町 教 育 委 員 会

赤 磐 市 教 育 委 員 会 100.0 2.0 2.00 0.0
真 庭 市 教 育 委 員 会 179.5 4.0 2.23 0.0
浅 口 市 教 育 委 員 会 136.0 3.0 2.21 0.0

津 山 市 教 育 委 員 会 166.0 2.0 1.20 2.0

総 社 市 教 育 委 員 会 269.0 7.0 2.60 0.0
瀬 戸 内 市 教 育 委 員 会 159.0 4.0 2.52 0.0

法定雇用率２．５％
合　　　計 1,864.5 40.0 2.15 5.0

岡 山 市 教 育 委 員 会 3,036.0 51.0 1.68 21.0
倉 敷 市 教 育 委 員 会 1,207.0 28.0 2.32 0.0
玉 野 市 教 育 委 員 会 128.0 4.0 3.13 0.0

法定雇用率２．４％
①　法定雇用障害者数の算
定の基礎となる職員数

②障害者の数 ③実雇用率 ④不足数 備　　　考

岡 山 県 教 育 委 員 会 10,314.0 236.0 2.29 11.0

合　　　計 4,371.0 83.0 1.90 21.0

岡 山 県 警 察 654.5 15.0 2.29 1.0

①　法定雇用障害者数の算
定の基礎となる職員数

②障害者の数 ③実雇用率 ④不足数 備　　　考

合　　　計 4,805.5 120.0 2.50 1.0
岡 山 県 （ 知 事 部 局 ） 4,151.0 105.0 2.53 0.0 地方特例認定

0.0
倉 敷 市 2,713.0 71.0 2.62 0.0
津 山 市 714.0 16.5 2.31 0.5
玉 野 市 427.0

合　　　計 15,458.0 384.5 2.49 11.5
岡 山 市 3,829.5 101.0 2.64

（別紙４） 

（別紙５） 

注１ ①欄の「法定雇用障害者数の算定の基礎となる職員数」とは、職員総数から除外職員数及び除外率相当職員数（旧除外職員が職員総数に占める割合を 

  元に設定した除外率を乗じて得た数）を除いた職員数である。 

 ２ ②欄の「障害者の数」とは、「◎法定雇用率とは」の＜カウント方法＞を参照。 

 ３ ④欄の「不足数」とは、①欄の職員数に法定雇用率を乗じて得た数（１未満の端数切り捨て）から②欄の障害者の数を減じて得た数であり、これが０ 

  となることをもって法定雇用率達成となる。したがって、実雇用率が法定雇用率を下回っていても、不足数が０となることがあり、この場合、法定雇用 

  率達成となる。 

 ４ 地方特例認定とは、障害者雇用率制度の運用上、二つ以上の機関を合算して同一の機関とみなす制度である。 
 ５ ※1 平成30年11月7日付けで美咲町と美咲町教育委員会が、地方特例認定により不足数０人（実雇用率2.32％）で達成。※2 平成31年1月1日現在、 
  障害者を雇用し不足数０人で達成（実雇用率1.94％）。※3 平成31年1月1日現在、障害者を雇用し不足数０人（実雇用率1.82％）で達成。※4 平成 
  30年12月1日現在、障害者を雇用し不足数０人（実雇用率2.66％）で達成。※5 平成30年11月1日現在、障害者を雇用し不足数０人（実雇用率2.46％） 
  で達成。※6 平成30年11月19日現在、障害者を雇用し不足数０人（実雇用率2.60％）で達成。 
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独立行政法人等の状況（法定雇用率２．５％）

　注１　①欄の「法定雇用障害者数の算定の基礎となる労働者数」とは、常用労働者総数から除外率相当数（身体障害者、知的障害者

　　　及び精神障害者が就業することが困難であると認められる職種が相当の割合を占める業種について定められた率を乗じて得た数）

　　　を除いた労働者数である。

　　２　②欄の「障害者の数」とは、「◎法定雇用率とは」の＜カウント方法＞を参照。

　　３　④欄の「不足数」とは、①欄の労働者数に法定雇用率を乗じて得た数（１未満の端数切り捨て）から②欄の障害者の数を減じ

　　　て得た数であり、これが０となることをもって法定雇用率達成となる。

　      したがって、実雇用率が法定雇用率を下回っていても、不足数が０となることがあり、この場合、法定雇用率達成となる。

　　４　※１　公立大学法人新見公立大学は、平成３０年度から通報義務の対象となった。

全国の状況

　注１　②欄の「法定雇用障害者数の算定の基礎となる労働者数」とは、常用労働者総数から除外率相当数（身体障害者、知的障害者

　　　及び精神障害者が就業することが困難であると認められる職種が相当の割合を占める業種について定められた率を乗じて得た数）

　　　を除いた労働者数である。

　　２　③欄の「障害者の数」とは、「◎法定雇用率とは」の＜カウント方法＞を参照。

　　３　Ａ、Ｃ欄は１週間の所定労働時間が３０時間以上の労働者である。Ｂ、Ｄ欄は１週間の所定労働時間が２０時間以上３０時間

　　　未満の労働者である。

    ４  Ｃ欄には短時間の精神障害者のうち特例に該当する者も計上している。（「◎法定雇用率とは」の＜カウント方法＞を参照）

　　５　（　）内は平成29年6月1日現在の数値である。

※１0.02.351.042.5公立大学法人新見公立大学

地方独立行政法人岡山市立総合医療センター 669.0 17.0 2.54 0.0

地方独立行政法人岡山県精神科医療センター 239.0 5.0 2.09 0.0

岡 山 労 働 局 職 業 対 策 課

公立大学法人岡山県立大学 173.0 5.0 2.89 0.0

合　　　計 4,508.5 115.0 2.55 0.0

平 成 30 年 6 月 1 日 現 在

国立大学法人岡山大学 3,385.0 87.0 2.57 0.0

①　法定雇用障害者数
の算定の基礎となる職
員数○○○○○

②障害者の数 ③実雇用率 ④不足数 備　考

独立行政法人等における雇用状況

Ｅ÷②
×100

A×2＋B＋C＋
D×0.5

( 337) (429,408.5) (2,562) ( 164) (4,805) ( 264) (10,225.0) ( 2.38) ( 258) ( 76.6)

全　国

① ② ③　障　　害　　者　　の　　数 ④ ⑤ ⑥

法人数 法定雇用
障害者数
の算定の
基礎とな
る職員数

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 実雇用率 雇用率達
成法人数

雇 用 率
達成法人
の 割 合

重度身体障
害者及び重
度知的障害
者○○○○

重度身体障
害者及び重
度知的障害
者である短
時間労働者

重度以外の
身体障害
者、知的障
害者及び精
神障害者○

重度以外の
身体障害者
及び知的障
害者並びに
精神障害者
である短時
間労働者○

計

75.0

( 90) (209,032.0) (1,282) ( 108) (2,474) ( 181) (5,236.5) ( 2.51) ( 76) ( 84.4)

計

法人 人 人 人 人 人 人 ％ 法人 ％

348 432,729.0 2,705 166 5,332 204 11,010.0 2.54 240 69.0

58 64.4

( 90) (146,231.0) ( 891) ( 27) (1,562) ( 37) (3,389.5) ( 2.32) ( 67) ( 74.4)

独立行政
法人等

（国立大学法人等
を除く）

法人 人 人 人 人 人 人 ％ 法人 ％

92 209,593.5 1,342 108 2,735 142 5,598.0 2.67 69

2.34 113 68.1

( 157) (74,145.5) ( 389) ( 29) ( 769) ( 46) (1,599.0) ( 2.16) ( 115) ( 73.2)

国立大学
法人等

法人 人 人 人 人 人 人 ％ 法人 ％

90 146,562.0 936 32 1,703 31 3,622.5 2.47

地方独立行政
法人等

法人 人 人 人 人 人 人 ％ 法人 ％

166 76,573.5 427 26 894 31 1,789.5

（別紙５） 
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　民間企業、国、地方公共団体は、「障害者の雇用の促進等に関する法律」に基づき、

それぞれ以下の割合（法定雇用率）に相当する数以上の障害者を雇用しなければならな

いこととされている。

　雇用義務の対象となる障害者は、身体障害者、知的障害者、精神障害者（精神障害者

保健福祉手帳所持者）である。平成３０年４月１日より精神障害者が雇用義務の対象に

加えられた。

労働者数40.0人以上規模の特殊法人、

独立行政法人、国立大学法人等

※　特殊法人、国及び地方公共団体における障害者雇用率は、一般の民間企業の

　障害者雇用率を下回らない率をもって定めることとされている。

　＜カウント方法＞
※　重度身体障害者又は重度知的障害者については、その１人の雇用をもって、
　２人の身体障害者又は知的障害者を雇用しているものとしてカウントされる。

※　重度身体障害者又は重度知的障害者である短時間労働者（１週間の所定労働
　時間が２０時間以上３０時間未満の労働者）については、１人分として、重度
　以外の身体障害者及び知的障害者並びに精神障害者である短時間労働者につい
　ては、0.5人分としてカウントされる。

※　精神障害者である短時間労働者で、
　①　新規雇入れから３年以内の方 又は 精神障害者精神保健福祉手帳取得から
　　３年以内の方
　 かつ
　②　平成35年３月31日までに、雇い入れられ、精神障害者保健福祉手帳を取得
　　した方については、１人をもって１人とみなされる。

◎ 法定雇用率とは

障害者雇用率　＝
+ 失 業 し て い る 対 象 障 害 者 の 数

対 象 障 害 者 で あ る 常 用 労 働 者 の 数

常用労働者数＋ 失業者数

【一般民間企業における雇用率設定基準】

民間企業

一般の民間企業

特殊法人等

45.5人以上規模の企業

国、地方公共団体

都道府県等の教育委員会

40.0人以上規模の機関

42.0人以上規模の機関

2.20%

2.50%

2.50%

2.40%

法定雇用率区　　分 雇用義務企業等の規模
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45.9
雇用率　2.2％
（30年4月1日）

○○30 1,426 282,391.5 7,115.0 2.52 2.05 735 51.5

民間企業における障害者雇用状況

項目 雇 用 状 況 雇 用 率 達 成 状 況

備　　考
企業数 常用労働者数 障害者数

雇用率（％） 達　成
企業数

達成率（％）

年別 岡山県 全　国 岡山県 全　国

岡 山 労 働 局 職 業 対 策 課

昭和52 634 114,694.0 1,846.0 1.61 1.09 406 64.0 52.8 雇用率　１．５％

○○53 605 111,350.0 1,903.0 1.71 1.11 373 61.7 52.1

○○54 626 113,280.0 1,894.0 1.67 1.12 412 65.8 52.0

○○55 627 115,167.0 2,019.0 1.75 1.13 428 68.3 51.6

○○56 624 116,539.0 2,210.0 1.90 1.18 475 76.1 53.4 国際障害者年

○○57 630 118,245.0 2,344.0 1.98 1.22 491 77.9 53.8

○○58 649 118,673.0 2,378.0 2.00 1.23 522 80.4 53.5
国連障害者の１０年
スタート

○○59 654 119,995.0 2,370.0 1.98 1.25 511 78.1 53.6

○○60 675 123,555.0 2,376.0 1.92 1.26 513 76.0 53.5

○○61 677 124,215.0 2,314.0 1.86 1.26 494 73.0 53.8

○○62 692 126,055.0 2,345.0 1.86 1.25 499 72.1 53.0

○○63 763 135,913.0 2,593.0 1.91 1.31 521 68.3 51.5 法改正　雇用率１．６％

平成 776 139,632.0 2,674.0 1.92 1.32 532 68.6 51.6

○○02 806 145,185.0 2,769.0 1.91 1.32 550 68.2 52.2

○○03 848 152,261.0 2,888.0 1.90 1.32 570 67.2 51.8

○○04 858 157,351.0 3,033.0 1.93 1.36 595 69.3 51.9 国連障害者年の10年終期

○○05 863 158,029.0 3,061.0 1.94 1.41 587 68.0 51.4

アジア太平洋障害者の
10年スタート
障害者対策に関する
新長期計画

○○06 895 163,631.0 3,068.0 1.87 1.44 595 66.5 50.4

○○07 880 163,634.0 3,070.0 1.88 1.45 588 66.8 50.6 障害者プラン

○○08 878 164,443.0 3,039.0 1.85 1.47 583 66.4 50.5

○○09 876 164,902.0 3,038.0 1.84 1.47 564 64.4 50.2

○○10 893 166,442.0 3,039.0 1.83 1.48 573 64.2 50.1
法改正　知的障害者算入
雇用率　1.8％
（10年7月1日）

○○11 964 168,457.0 3,041.0 1.81 1.49 574 59.5 44.7

○○12 933 165,338.0 2,971.0 1.80 1.49 550 58.9 44.3

○○13 935 166,725.0 3,004.0 1.80 1.49 539 57.6 43.7

○○14 922 165,712.0 2,932.0 1.77 1.47 498 54.0 42.5

アジア太平洋障害者の
10年終期
新障害者プラン
（14年12月24日）

○○15 916 165,393.0 2,906.0 1.76 1.48 490 53.5 42.5

○○16 978 180,798.0 2,950.0 1.63 1.46 485 49.6 41.7
除外率制度の縮小
（10％カット）

○○17 980 191,896.0 3,219.0 1.68 1.49 512 52.2 42.1

○○18 1,048 205,835.0 3,519.0 1.71 1.52 548 52.3 43.4 法改正　精神障害者算入

○○19 1,082 217,044.0 3,783.0 1.74 1.55 594 54.9 43.8

○○20 1,076 216,871.0 3,881.0 1.79 1.59 596 55.4 44.9

○○21 1,075 217,125.0 3,881.0 1.79 1.63 584 54.3 45.5

○○22 1,090 220,047.0 4,089.5 1.86 1.68 587 53.9 47.0

法改正　納付金制度対象事
業主拡大・障害者の雇用義
務の短時間労働者への対象
拡大
除外率制度(10％)の縮小
（22年7月1日）

○○28 1,352 282,496.0 6,914.0 2.45 1.92 719 53.2 48.8

○○25 1,301 262,754.0 5,077.5 1.93 1.76 623 47.9 42.7
雇用率　2.0％
（25年4月1日）

○○26 1,307 267,782.0 5,774.5 2.16 1.82 654 50.0 44.7

○○27 1,326 271,012.5 6,202.5 2.29 1.88 680 51.3 47.2

○○23 1,154 247,931.5 4,315.5 1.74 1.65 578 50.1 45.3

○○24 1,171 250,613.5 4,566.0 1.82 1.69 583 49.8 46.8

○○29 1,348 287,748.0 7,264.0 2.52 1.97 751 55.7 50.0
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